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第１章 はじめに
商品は，製造業者から卸売業者を通して小売業者へ，または直接小売業
者に販売され，これが消費者に販売される。この商品の流通において，情
報システムの活用が広がりつつある。コンピュータや電気通信技術などの
発達により，高度な情報システムの構築が可能になり，これが商品流通の
世界において徐々に普及しているのである。本稿では，このような情報シ
ステムを利用した流通機構に対する，独占禁止法による垂直的制限規制の
あり方や問題点について検討する。
独占禁止法では，製造業者，卸売業者，小売業者が市場において独立し
て事業活動を行うことを基本的な状態と考え，取引当事者間の結びつきが
強まったり，相手方事業者の事業活動に干渉したりすることにより，競争
を阻害する効果が生じる場合は，これを排除する。情報システムを用いた
流通機構は，取引当事者間の情報交換を密にし，関係を強めるものである
ので，独占禁止法上の問題が生じることが考えられる。本稿では，再販売
価格維持および垂直的な地域制限と顧客制限として規制すべきものについ
て検討を進めてゆく。
情報システムを取り入れた流通機構は，取引関係にある事業者間に，従
来の流通機構とは異なる形の提携関係または協力関係を生み出している。
このような流通機構に組み込まれた垂直的制限は，従来の垂直的制限と比
較して，違法となる範囲が異なるのか，また，違法性判断基準に違いが生
じるのか否かが問題となるところである。
情報システムを用いた流通機構は，流通の効率化を目的として，流通の
各段階にある事業者が緊密に協力し合う関係を構築するものである。この
ような流通機構は，在庫の圧縮，迅速な商品の供給，低価格化の実現など，
事業の効率化を進め，企業の競争力を高める効果を有するものである。こ
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れは，商品の価格の低下や，消費者への商品の迅速な供給などにつながる
こがある。しかし，商品流通の上流にある企業と下流にある企業の協力関
係が強化されるため，この流通機構の中に垂直的制限に該当するものが含
まれてることがありうる。このような場合に，その垂直的制限を，競争を
阻害するものとして禁止すべきなのか，流通機構の効率化に必要なものと
して肯定的に評価すべきなのか検討する必要がある。また，流通情報シス
テムと合わせて垂直的制限が用いられる場合，競争への影響をどにように
評価すべきかが問われるところである。
本稿では，まず，流通情報システムについて概観し，次に，垂直的制限
規制の問題について検討する。
第２章 情報技術を用いた流通機構の発展
第１節 流通情報システム化の概観
この章では，情報技術を用いた流通機構とは具体的にどのようなものか，
また我が国において，どのように発展してきたのかを見ることにする。
コンピュータが商用化され一般の企業に導入されたのは，１９６０年代に入
ってからである。当初は，コンピュータは高価なものであったので，導入
する企業も大手の企業に限られていた。また，性能も低かったので，コン
ピュータが使われる業務も特定のものに限られていた。１９６０年代も中期に
なると，多くの企業にコンピュータが普及した。先進企業では，生産管理
のほか販売や在庫管理などで社内のオンラインシステムも構築されるよう
になった１。
１９７０年代に入ると，コンピュータは，性能が向上すると同時に価格が低
下した。コンピュータの導入効果も広く認識されるようになり，中規模の
企業にも盛んにコンピュータが導入されるようになった２。１９７０年代中期
にはオフィスコンピュータも登場し，中小企業でもコンピュータが導入さ
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れるようになった３。
コンピュータ，そしてこれを用いたインターネットなど情報技術が発達
し，パソコンやインターネットの利用が拡大することにともなって，企業
は，新たな形の結びつきを強めるようになっている。これは，流通の効率
化を目指す動きである。情報技術を利用することにより，取引における従
来の手間を省き，進んで在庫の圧縮，需要動向への迅速な対応を行うこと
を目的とする。
流通情報システムは，当初は，コンピュータや通信回線を使って，伝票
の処理を迅速に行うなどして，注文や受注に係る手間を省き，時間を短縮
するものであった。これが，個々の商品にコードを付けること，企業間で
のコードの統一などとあいまって発展した。このようなことにより，店舗
で販売された商品の情報が即時に小売業者から製造業者に送信され，製造
業者がそれに即応して生産計画を立て小売業者に商品を供給する仕組みな
どが作られている。高度にシステム化された流通機構においては，従来，
企業の中だけで共有されていた情報が，取引先企業に通信回線で送られる
ということが行われている。このような形で，取引関係にある企業間の垂
直的な結びつきが緊密化しているのである。更に，情報技術を利用した流
通機構は，複数の企業が共同で運営していることが少なくない。これによ
り，企業間の水平的なつながりが強まることも考えられる。
第２節 電子受発注システム（EOS）
EOS（Electronic Ordering System）は，商品の受発注業務を，従来の
伝票によるやり取りではなく，電子データの交換によって行うものである。
米国のチェーンストアで定着したもので，わが国にも１９７３年に導入された４。
チェーンストアは，多店舗展開するので，各店舗から本部への商品の発
注をする仕組みが必要になり，受発注システムのオンライン化が進められ
た。チェーンの各店舗から EOSで集められた発注データは，本部のコン
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ピュータで一括管理され，取引先別に発注伝票が出力された。チェーンス
トアが発行した伝票は，ターンアラウンド伝票でと呼ばれ，６枚綴りにな
っていた。このうち４枚は，発注店舗，チェーンの本部，取引先の営業部
門，物流部門の控えになる。残りの２枚は納品時に貨物と一緒に持ち込ま
れて，検品後１枚は受領印が押され，納入業者が持ち帰って，売掛管理の
伝票となる。もう１枚はチェーン本部に送られ，買掛管理の伝票となる。
これを，ターンアラウンドシステムという５。
EOSの特徴の一つとして，一日に数度の多頻度発注と納品ができるこ
とがある６。ターンアラウンドシステムが普及すると，チェーンストアは，
取引先に対して，多頻度の小口発注を行うようになり，同時に，多頻度定
時納品を要求するようになった。納品率の管理も厳しくなった。これに対
応するために，卸売業者は，配送センターのバラピッキングの機械化を進
めた。また，これを行うためのコンピュータによる出荷指示システム（オ
ーダーエントリーシステム）が普及した７。
我が国の EOSは，日本チェーンストア協会が，EOSに関する通信手順
を共通化するための基準を開発したことを契機として，大手チェーンスト
アを中心に導入されるようになった８。EOSの導入は，当初は大手チェー
ンストアなどに限られていたが，その後導入費用が低下したことにより，
中小のチェーンストアなどにも導入されるようになった９。電子化された
ことによって，受発注業務の効率は高まった。公取委の２０００年６月の調査
報告書では，小売業者と卸売業者の間の EOSは，大手チェーンストア，
大手コンビニエンスストアなどを中心に，広く普及しているとある１０。セ
ブンイレブンは，１９７０年代末に，本部のコンピュータからすべての取引先
にオンラインで発注するシステムを構築している１１。
ただ，２０００年６月の公正取引委員会報告書によると，当時の EOSは，
問題も抱えていた。入力項目に関する定義や書式の共通化が図られないま
ま，各小売業者が定義や書式を独自に定めて EOSを導入したため，EOS
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は数百種類程度はあると言われる状態になり，EOSの導入，維持などに
関する費用負担が増加して，情報技術利用による効率化の効果を損なって
いるとの指摘もなされていたようである１２。
製造業者と卸売業者の間にも EOSが構築された。１９８０年代前半には，
一部製造業者において，特定製造業者と複数卸売業者間を接続する形で
EOSが導入された。しかし，各製造業者が独自に導入を行ったため，卸
売業者は EOSの末端を複数導入しなければならなり，費用負担が増加す
ることがあった。そこで，EOSを統合して製造業者が共同して運営する
ことにより，複数の製造業者と複数の卸売業者を接続する EOSを作るよ
うになった１３。
製造業者と卸売業者の間の EOSの一般的な形は，これを利用する製造
業者の共同出資によりその運営会社が設立されるか，あるいは，製造業者
の業界団体が EOSの運営主体となるかのいずれかである１４。例としては，
日用雑貨品業界，加工食品業界，文具・事務用品業界がある。共同運営の
場合，EOSの運営会社などを通じて，各製造業者の取引内容が他の製造
業者に漏れることがないようにするため，コンピュータ設備や通信回線は，
通信会社が管理するようにしている１５。
第３節 EDI（Electronic Data Interchange）
EOSは，受発注情報を電子データで交換するシステムであるが，EDI
は，EOSを改良して，受発注情報以外の取引に必要な基本情報も電子デ
ータで交換できるようにするものである。これには，物流情報（出荷情報，
入荷情報），決済情報（送金確認など）などがある。これらの情報は，EOS
導入後も，伝票で遣り取りされていたが，これらも電子データで交換する
ことによって，作業の一層の効率化を図るものである１６。
１９７０年代に，受発注と納品についてターンアラウンド・システムの導入
を進めた小売業は，１９８０年代に入って，自社のコンピュータで打ち出して
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いた伝票を，電子データとしてオンラインで取引先のコンピュータに送り，
取引先側でターンアラウンド伝票の打ち出しをするシステムに切り替えた
（取引先オンラインデータ交換システム）。こうして，現在 EDIと呼ばれ
る仕組みが作られていった。このシステムの運用のために，日本チェーン
ストア協会（JCA）は１９８０年に標準伝送制御手順（JCA手順）を作成した。
これによりチェーンストアと卸売業者の間の受発注のオンライン化が始ま
り，間もなく卸売業者と製造業者の間で請求データ，受発注データのオン
ラインデータ交換が普及していった１７。
EDIの発展には，ソースマーキングの進展が関連している。ソースマー
キングとは，製造段階で商品の包装材や下げ札に，商品コードをバーコー
ドで印刷することである。日本では，JANコードと呼ばれる商品コード
が広く使われている。これは，国際組織が定めた POS用の共通商品コー
ドである１８。
小売業での POSの導入が活発化したのは，１９８０年代中期からである。
POSが急激に普及したのは，１９８２年にセブン－イレブンが，当時１，８００
店舗あった加盟店に一斉に POSを導入してからである。これによって，
特に食品，雑貨のソースマーキングが急激に普及した。更に１９８５年に，イ
トーヨーカ堂が約１２０店舗の全店に POSを導入したことにより，より多く
の食品や雑貨から家電などの耐久消費財に一気にソースマーキングが進ん
だ。それを契機に，大規模小売店はもちろん多くのスーパー，コンビニエ
ンスストアに POSが導入されていった１９。
JANコードは，POSが普及し，それに伴ってソースマーキングが普及
すると，オンラインでの受発注にも使われるようになった。そこから進ん
で，JANコードは，出荷や入庫の検品や棚卸にも活用されるようになっ
た２０。
EDIの発展には，電気通信事業も大きく関係している。当初，電気通信
事業法では，企業間のコンピュータによるデータ通信に第三者が介入する
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ことはできなかったが，１９８５年に法律が改正され，企業は届け出をすれば，
データ通信の介入サービスを行うことが可能になった。VAN（付加価値
通信網）のサービスである。法改正により，多くの VANサービス業者が
出現した。オンラインによる受発注は，VANサービス業者が提供するサ
ービスを使って行い，ユーザー側が VANの利用運営をする形態が多くと
られた。流通の VANには，大別して業界 VANと地域流通 VANがある２１。
地域流通 VANとは，地域にある複数の異業種の卸売業者が，共同で VAN
運営組織を作って，主にその地域の不特定多数の中小小売業との間での受
発注データ交換サービスを行うものである。既に中堅のチェーンストアと
EDIによる受注を開始した卸売業者にとっては，できるだけ多くの小売業
と電子データによる受注を行ったほうが，システム効率が高くなり都合が
よい。そこで，独力でシステム化を進められない中小小売業者に，それぞ
れの卸売業者が個別に発注末端を貸し出していた。しかし，末端を貸し出
すにも費用の面で限界がある。そこで，地域の複数の卸売業者が共同で
VANを運営するようにしたのである２２。
次に，業界 VANであるが，これは次のようにして作られた。卸売業や
製造業は，加工食品や日用雑貨などの単位で業界団体を作っている。各業
界の卸売業，製造業の団体は業界の業務効率化のために，各企業での EDI
化の推進を図った。そのために，統一伝票，JANコードのソースマーキ
ングの推進，データ交換フォーマットの標準化を行い，業界内で共通利用
ができる VANの構築を推進した。これによって，各業界で卸売業と製造
業の EDIが普及していった２３。
１９９０年代にはいると，既に大半の取引先との間で受発注の EDI化を進
めた大手の小売業者や卸売業者は，更にシステムを改良し物流の効率化を
図った。
このような物流 EDI化を図った企業は，既に完成している受発注の EDI
システムを中心に，トータル・ターンアラウンド・システム（企業間取引
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業務の総合 EDIシステム）を構築した。これは，発注企業が入力した発
注データが，そのまま納入企業のシステムの中で，在庫引当てと出荷作業
につながり，納品の明細データとなり，それがそのまま納品企業の売掛デ
ータ，購入企業の購入データとなるもので，取引企業間のワンストップシ
ステムである。これは，納品・検品にもつながり，さらに既にコンピュー
タ化されている請求・支払い業務システムの EDI化も行った２４。最近は，
VANではなく，インターネットをつかった EDIが多くなっている。
EDIを使い，複数の製造業者が製品の共同配送を行う事例も見られるよ
うになってきた。これは，トラックの積載効率を上げることにより，輸送
の効率化を達成しようとするものである。EDIを，共同配送業者（運輸業
者）とつなぎ，最も効率的な配送を行う２５。
第４節 サプライ・チェーン・マネージメント（SCM）
SCM（Supply Chain Management）は，商品が需要者に届くまでの，調
達から生産，販売までを一連の過程として捉えて，「資本の効率的な利用
を考え，最終的には，キャッシュフローの極大化を図ることで，経営の改
善を図るもの」である２６。
SCMの考え方に基づいて，新たな企業間の連携が図られるようになっ
た。同一の商品について，製造業者，卸売業者，小売業者が個々に需要予
測を行うと，それぞれが異なる需要予測をすることになり，在庫や販売の
損失が生じる可能性が大きくなる。しかし，これらの事業者が，共通の情
報に基づいて販売計画や生産計画を立てて取引を行えば，在庫や販売の損
失が生じる可能性を小さくすることができる。製造業者，卸売業者，小売
業者など複数の事業者が関与する原材料の調達から販売までの過程を，一
つの流れとして捉えて，企業間の業務などの統合や調整を行うものである。
従来は社内限りとされていた情報を，情報技術を利用して即時応答で相互
に開示し共有するような，従来にはない形の企業間連携を行い，それによ
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り，全体的に取引の効率化を図る流通システムの構築がなされるようにな
った２７。このような流通システムを可能にしたのは，情報技術の発達によ
り生まれた EDIなどである。
SCMの考え方を消費財取引に適用したものが ECR（Effective Consumer
Response）と QR（Quick Response）である。ECRは米国の加工食品と日
用品の業界で導入が始まったものであり，QRは米国の衣料品業界で導入
されたものである２８。いずれも，小売業者とこれに商品を供給する企業が，
消費者動向への迅速で的確な対応を目指して，連携して取り組むという考
え方である。そのためには，小売業者の POS情報や在庫情報，製造業者
の生産計画など，従来企業秘密とされてきたものも含めた多様な情報を，
小売業者と製造業者（または卸売業者）が互いに開示し，共有するような
企業連携が必要となる。２９
ECRの具体化の例として CRP（Continuous Replenishment Program連
続自動補充システム）がある。これは，小売業者と製造業者との間で，EDI
を利用して，在庫情報や出荷実績情報などを共有し，製造業者が小売業者
からの具体的な出荷指示を受けずに，商品を小売業者の物流センターに納
入することにより，小売業者の販売状況に連動した，商品の連続的な自動
補充を行うものである。注文から入荷までに必要な時間が短縮される等の
効果があることから，物流費用の削減効果があると考えられている。この
仕組みでは，卸売業者は，物流センターの運営，代金の請求と回収を行う３０。
QRや ECRを発展させたものとして，CPFR（Collaboration, Planning,
Forecasting, Replenishment）がある。ECRなどでは POSデータ，在庫デ
ータなどの情報が供給されてきたが，CPFRでは，加えて各社の需要予測
値（販売促進計画を含む）を共有し，共同で需要予測，販売予測を行うの
である３１。
CPFRは，ウォルマートとワーナー・ランバートが１９９６年に始めた取り
組みが最初の例であると言われている３２。ウォルマートは，同社が構築し
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た情報ネットワーク・システムであるリテールリンクを利用して，納入業
者との作業の共同化を進めている。ウォルマートが行った店舗における需
要予測の情報は，リテールリンクを介して納入業者に提供される。納入業
者は，このウォルマートの予測と，自社で独自に予測した内容を比較する。
両者の予測に差があった場合には，なぜそうなったのか協議をする。差異
の問題が解決され，合意されると，納入業者側も物流センターの在庫情報
がわかるので，それを勘案した上で発注書を作成し，商品を出荷する。ジ
ーンズメーカーの中にはウォルマートより１時間ごとに送られてくるデー
タをもとに工場を稼働させているものがある。このシステムは改良が加え
られて，再構築されていくようになっている。３３
第３章 垂直的制限規制の検討
第１節 制限行為を容易にする要素
第１款 中核企業の地位強化に伴う問題
垂直的制限に関する検討に入る前に，垂直的制限を容易にする要素とし
て，まず中核企業の地位強化に関する議論について，次に流通系列化に関
する議論について検討する。
中核企業の地位強化とは次のような問題である。流通において情報シス
テムが重要性を増すことにより，情報ネットワークの中心にある企業の力
が大きくなること及び，また，そのような企業がその力を使って競争を阻
害する行為を行うことが危惧される。垂直的制限との関係では，特定企業
の巨大化は，垂直的制限を容易にする条件が形成されることを意味する。
巨大化の議論は，先行者の利益に関するものである。ネットワークの形
成に先行した企業が，費用面で有利になり，少数の企業が保有する圧倒的
な情報量によって，強い力を持つようになる可能性があるというものであ
る３４。また，公取委は，１９８９年の報告書で，「単独企業がネットワークを構
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築する場合には（中略）先行して情報ネットワーク化に成功した企業が有
利となり，これに対して情報ネットワークを構築できない企業との競争力
が拡大すると思われる」と述べている３５。情報技術を用いた流通機構のシ
ステム化には，流通企業の巨大化を迫る作用があることも指摘されている３６。
特定企業の巨大化に伴う問題としては，例えば，流通情報システムのネ
ットワークで中心的役割を担う企業が，その力を使って，他の参加企業の
事業活動に制約を加えることが考えられる。のそのような場合，独占禁止
法２条５項の支配行為に該当しうることが指摘されている３７。制約の例と
しては，参加企業の再販売価格を指定したり商品を販売する地域を限定し
たりするなど制約や，参加企業の取引相手を限定するなどの制約が考えら
れる。
しかし，日本において，上記のような経済的力の集中がおこる可能性は
高くないと思われる。一般に，流通情報システムは，多数の製造業者と流
通業者が参加することで成り立っている。業界 VANとして，日用品と化
粧品の業界のプラネットがあり，酒類と加工食品の業界ではファイネット
がある。いずれも，関係する多数の企業が共同出資して設立した会社であ
る。多数の製造業者や流通業者が利用することによって，流通に要する諸
費用を削減したり，効率的に商品を供給することなどが可能になるのであ
る３８。流通の効率化には，参加する企業数が多いほうが有利であることか，
先の公取委のような，単独企業がネットワークを形成することによる問題
も，それほど心配する必要はないように思われる。
アメリカでは，ウォルマートが，流通情報システムを効果的に活用して
成功を収め，巨大な流通業者となっている。ウォルマートの流通情報シス
テムであるリテールリンクは，同社の商品調達のためのもので，これに多
数の製造業者が接続して，ウォルマートとの取引を行っている。ウォルマ
ートと中心としたこの流通機構である。同社は，アメリカ国内では，２位
を大きく引き離す業界第１位の小売業者である。取引を国際的に展開して
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おり，世界でも最大の小売業者である。これを見ると，流通情報システム
の導入により，その中心になる特定企業に経済的な力が集中するという懸
念は理由があると言えよう。
しかし，ウォルマートにしても，情報が同社のみに集積されているわけ
ではない。むしろ，ウォルマートは，多くの情報を商品を納入する製造業
者等に提供している。リテールリンクは，取引先に多様な情報を提供して，
取引先と緊密な協力関係を築くものであるので，ウォルマートの在庫情報
や売上情報などを取引先の納入業者と共有することに意味があるのである。
ネットワークの中心にある企業が，情報収集力を利用して他の事業者の競
争行動を抑える行為を行う可能性は，低いのではなかろうか。そもそも，
日本では，ウォルマートのような巨大流通業者は，まだ生まれていない。
他に，特定企業の力の強化による競争阻害について楽観的な見解として，
次のようなものがある。即ち，情報化は，ノード３９を保有する力をもつ企
業が階層的な支配構造を形成して，他企業を従属させる効果をもたらすお
それがあるとしながらも，他方で，情報システムの発達は，諸企業の階層
化を際限なく推し進めるものではなく，むしろ競争的な複数のノードの存
立を可能にするものであるという。「同じ情報システムをコピーすること
はつねに可能」であり，階層的な情報システムに対しては，絶えずこれを
迂回するような代替的技術が存在するという。ここから，情報化の流通部
門への影響は，競争促進的性格が強いと考えてよいとする４０。
第２款 流通系列化に関する問題
垂直的制限は，従来から流通系列化との関連で論じられることが多かっ
た。取引関係にある事業者が，系列化という形の強いつながりをもつ状況
下で，また系列化の手段として垂直的制限が用いられることが問題視され
た。
流通情報システムについても，その発達が流通系列化を強める結果を生
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むという指摘がある。１９８６年の研究では，次のように指摘されている。「情
報ネットワークを活用する系列化の動きは，メーカーにより流通チャネル
が形成されてきた業種においては流通系列化の再編・強化を志向する動き
として，また，卸売業界内部においては業界再編の一つの動きとして進展
している。」４１合わせて，流通情報システムのネットワークを形成するため
の取引費用が大きい場合は，一度特定のネットワークに加入すると，他の
ネットワークに移行することが難くなるので，取引が固定化することも指
摘されている４２。
しかし，今後，システムの標準化が進めば，このようなことが起こりに
くくなるであろう。また，EDIには，インターネットを利用するものが増
えており，これを使えば，EDIに接続する末端を導入する事業者は，従来
の EDIよりも安い費用で末端機等の設備を導入できるようになっている
ようである。
次に，製造業者が，流通情報システムを使って商品を販売するときに，
「特定の代金決済，保険，物流などを抱き合わせることにより，取引先の
固定化，系列化を図る場合もある」とする見解もある４３。しかし，流通情
報システムは，商品の受発注のみでは効率化の効果は小さく，システムの
流通効率化効果を最大限利用するには，決済や商品の配送などを組み合わ
せることが必要になろう。従って，このようなことによる取引の固定化を
競争制限的と評価すべきか，難しい判断になるであろう。
業界によって多様な事例があり，一概には言えないであろうが，流通情
報システムの世界的な規格統一の動きがあることから考えると，多くの業
界での流通情報システムは多数の製造業者と流通業者をつなぐものになる
と推測される。システムは，参加する事業者の数が増えるほど，ネットワ
ーク効果などによりシステムの利便性が高まり，より多くの事業者の加入
を促すことになるであろう。そうなれば，製造業者も流通業者も，複数の
相手と取引できるのであり，取引固定化の問題は生じにくくなるものと予
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想できる。
また，製造業者が，「商品の販売と情報ネットワークへの加入とを抱き
合わせる」ことにより，取引が固定化することが指摘されているが４４，こ
れも，上記のような事情を前提とすれば，取引の固定化につながる可能性
は小さいと言えよう。
決済機能に着目する次のような見解もある。決済機能を持つ流通ネット
ワークが発展する場合，系列化の危険性があるとする。ネットワークが決
済機能を持つためには，参加者の信用が必要となることから，加入者の固
定化，系列化のおそれが指摘される。ただし，これと反対の性質，すなわ
ち，こうした閉じたシステムを開かれたシステムに変えようとする力を生
み出す要素も，決済機能をもつシステムには本来的に内在していることが
指摘されている。そのような性質が内在する理由として，「決済手段は一
般に広く受容されて初めてその機能を十分に発揮できる」ことが述べられ
ている４５。
第２節 再販売価格維持に関する問題
第１款 競争阻害効果
本稿で設定した検討課題の一つは，流通情報システムを利用した流通機
構において行われる再販売価格維持は，従来の再販と競争への影響が異な
るのか，従来の再販より競争阻害効果は小さいのかというものであった。
これについて考えるに，流通情報システムにより取引する製造業者と卸売
業者，製造業者と小売業者等の間で，多くの情報が日常的に遣り取りされ
るようになり，関係が緊密なものとなるが，それによって，製造業者等に
より再販が行われた場合に，その競争阻害効果を従来の再販よりも小さく
評価すべき理由はないと思われる。
流通情報システムの導入は，生産量と販売量の乖離をできる限りに小さ
くして，在庫や売れ残りを少なくすること，消費者の需要により的確に対
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応できる体制を作ることなど，流通の効率化を目的とした動きである。卸
売価格や小売価格を維持することは，流通情報システムの目的達成に必要
なものではないと思われる。事業者間の取引は，個々の取引を識別してコ
ンピュータにより処理されるのであるから，商品の価格を揃える必要はな
いと思われる。例えば，Ａ社の商品ａは，同一の流通情報システムのネッ
トワークに加入している小売業者Ｂ１と小売業者Ｂ２が異なる価格で販売
しても，システムの維持に問題は生じないと思われる。流通情報システム
の構築は，複数の企業が共同で行ったり，業界団体が行ったりすることが
あるが，システムの導入にかかる費用をまかなうために商品の価格を高く
維持する必要もないと思われる。そもそも，システムの導入は，効率化に
より流通にかかる費用を節約することにある。商品の価格を引き上げなけ
れば導入，維持できないシステムであれば，このようなシステムを利用す
る意味がない。従って，情報システムを利用した流通機構においてなされ
た再販が，従来の再販より競争促進的な効果を有すると考えることはでき
ない。
第２款 価格情報の収受
流通機構における再販売価格維持を考えるときに注目されるのは，価格
情報の取り扱いである。流通情報システムでは，取引関係にある事業者間
で，電子データ等の形で多様な情報の遣り取りがなされるが，小売業者の
店舗で販売された商品の数量とともに，小売価格の情報も製造業者に提供
されることがある。このような情報の共有が再販を容易にすることが考え
られる。
再販売価格の情報が提供される事例として，次のようなものがある。業
界 VANプラネットのウェブサイトで，柳屋本店の販売データの利用事例
が紹介されている。同社は，プラネットに加入している化粧品製造会社で
ある。同社は，プラネットから提供される販売データを事業に活用してい
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る。その事例紹介の中で，柳屋本店は，販売データによって，自社の商品
がいつ，どの卸売業者から，どの販売業者に，いくつ，いくらで販売され
たかを知ることができるとある。これらの情報は，リベートの計算や消費
者からの問い合わせの対応などに利用されているようである。また，同社
製品の小売業者毎の売上高のほか，地域別，季節別の売上高なども分かる
ので，効果的な販促活動につなげることができるという。
プラネットの販売データ提供サービスを利用している事例として，ジレ
ット・ジャパンの例も紹介されている。同社は，安全剃刀や電機髭剃り機
などを製造する事業者である。同社は，同社製品の卸売業者から小売業者
への販売拡大をより一層進めるために，卸売業者から小売業者への販売動
向が分かるデータの一元化を行おうとしており，これにプラネットの提供
する販売データを利用した。販売データの入手によって，小売業別に販売
や配荷状況が迅速に把握できるようになった。このような情報を，商談に
活用するほか，消費者からの問い合わせがあれば，自社製品がどの店で販
売されているかを即答できるようになったという。製造業者が，自社製品
の小売段階の流通まで，完全に把握できるようになっているのである。
ファイネットを見ると，この業界 VANでも，卸売業者から小売業者や
外食産業などへの納品内容を，データとして製造業者に提供している。ま
た，ファイネットでは，販売促進金の卸売業者から製造業者への請求と製
造業者から卸売業者への支払いも，システム上で行っている４６。
後述する佐藤製薬事件でも，製造業者である佐藤製薬は，商品の受発注
に用いる EOSによって，同社製品の小売価格が分かるようになっていた。
情報技術の利用で先行する米国に目を転じると，やはり流通情報システ
ムによる価格情報の遣り取りが見られる。流通情報システムを用いた流通
機構の代表としてしばしば引き合いに出されるのは，米国のウォルマート
である。ウォルマートは，情報技術を駆使して，米国で最大の小売業者と
なった。同社は，卸売業者を通さず，製造業者の工場から直接商品を仕入
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れる方針をとっている４７。ウォルマートは，リテールリンクと呼ばれる情
報システムを持っており，同社に商品を納入する製造業者は，このリテー
ルリンクに接続して，ウォルマートに関する様々な情報を入手することが
できる。リテールリンクでは，ウォルマート店舗の POSデータなどの情
報が提供される。ウォルマートに商品を納入する事業者は，自社の商品に
ついて，ウォルマートの店舗別の売上高，在庫量，出荷量，店頭価格のほ
か，値下げ情報なども知ることができる４８。
ただし，リテールリンクは，ウォルマート専用の商品調達の仕組みであ
るので，再販の問題とは直接関係はないであろう。リテールリンクは，小
売業者１社（ウォルマート）と多数の製造業者をつなぐシステムである。
再販に利用されるおそれがあるのは，単独または複数の製造業者と多数の
卸売業者または小売業者が参加する流通情報システムである。
第３款 価格拘束の有無
第２款で見たように，流通情報システムによって，製造業者などに流通
業者の再販売価格情報が伝達される場合がある。これは，再販売価格の監
視を容易にするものでもあるため，再販との関係で問題点が指摘されてい
る。まず，流通情報システムを使って価格動向を調査することは，「マー
ケティングにおいて最も重要な事項であるが，これは，やりようによって
は再販売価格維持行為に接近してくる可能性がある」という指摘がある４９。
更に，流通情報システムの導入により，「取引先の販売価格に関する精度
の高い情報を即時かつひんぱんにメーカーが入手できることになり，再販
売価格が事実上拘束される場合もでてくる」ことを懸念する論者もある５０。
再販における拘束は，大きく分けて二つのものが考えられる。一つは，
製造業者が，卸売業者や小売業者に一定価格での販売を強いる形での拘束。
もう一つは，製造業者と卸売業者や小売業者が一定価格での販売を合意す
る場合の，合意による拘束である。価格情報の収集は，一定価格での販売
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を強いるときの圧力として機能しうるものである。再販の合意がなされて
いる場合でも，卸売業者や小売業者の中に抜け駆けして安売りをする者が
出ることを防ぐために，価格の監視が必要になる場合もあるであろう。
流通情報システムがある場合，販売価格の拘束があるかどうかを判断す
る際，価格情報を収集しているという事実のみから，一般指定１２項にある
販売価格の拘束があるとすることは難しいであろう５１。従来，製造業者が
自社が製造した商品の個々の店舗での小売価格を調査することは，再販の
実効性確保手段の一つとされてきた。これまでから価格監視の手段として
考えられていたのは，再販を行う製造業者の従業員が小売店舗を巡回する，
小売業者に他の小売業者の価格を監視させるなどである。このような形の
価格の監視は，一般に，小売店に指示価格を遵守させる圧力と考えられる。
これに対して，流通情報システムによる再販売価格情報の収集が，取引の
両当事者が（製造業者と卸売業者など）共同で行う SCMのためのもので
あれば，商品流通の効率性を高めるためのものであり，これだけでは，価
格拘束の圧力なっていると認定することはできないであろう。更に，近年，
小売業者の大規模化により，小売業者の中には大手製造業者と対等または
それを上回る交渉力を有する者も多数現れている。取引相手が大規模小売
業者である場合，価格拘束を認定するには，他の事実の存在が必要となる
場合が多いであろう。
ただ，製造業者が，卸売業者や小売業者に再販売価格の維持を要請して
いる場合，流通情報システムにより再販売価格を製造業者が日常監視でき
るという事実は，製造業者による拘束を推定させる有力な証拠となること
は間違いない。速くしかも細かく各店舗の販売価格を知ることができる仕
組みが整った流通機構については，製造業者が一定価格での販売をほのめ
かした，安売りした小売業者への商品供給を突然止めたなどの事実から，
価格の拘束を積極的に認定することが必要であろう。
更に，情報システムが導入されている場合，希望小売価格の取扱も見直
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す必要があるであろう。従来，製造業者が希望小売価格や参考価格を表示
することは，小売業者を拘束するものではないとされてきた。デジタルデ
ータで日常的に再販売価格情報が遣り取りされている状況では，大手製造
業者が小売価格について意思を表示する行為は，従来よりも小売業者を拘
束する効果が強いものと評価することが必要であろう５２。
流通情報システムと再販の関係については，従来，システムにおいて中
心的な位置にある事業者によってなされることを想定して議論が行われて
きたように思われる。しかし，必ずしも中心的な事業者でなくても，流通
情報システムを利用した再販は可能であろう。例えば，システムに参加す
る多数の製造業社のうちの１社が，システムに加入する卸売業者が販売す
る同社製品の価格を拘束するということも可能である。システムを価格監
視のために利用することは，中心的な事業者でなくても，システムに加入
している事業者であれば可能なのであるから，再販が実効性を有するかど
うかは，再販を行う事業者のシステム内における地位ではなく，当該事業
者と取引相手である流通業者との関係で決まるものと思われる。
第４款 価格情報収集の必要性
上記の検討では，販売価格情報を収集することの是非は問わなかったが，
流通情報システムを商品流通に利用する際に，他の事業者の販売価格情報
の提供を受けることに独禁法上の合理性があるのかについても，検討する
余地があろう。価格情報の収集に合理性がないとなれば，価格情報を提供
させていることが価格拘束に当たると判断できる事例が出てくる可能性も
考えられる。
価格情報収集の合理性は，流通情報システム一般について論じることは
できず，個別の事例毎に固有の事情を検討して判断する必要があろう。例
えば，小売業者の POSデータを直接製造業者のコンピュータに送って，
製造業者がその情報を生産計画を立てるときの基礎情報とする場合，商品
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の価格情報も必要であろうか。販売された商品の数量を知るだけでは足り
ないのか。CPFRにおいて，製造業者と小売業者が共同して需要予測をす
る場合には，小売業者の収益性等を分析する必要があり，価格情報の共有
も必要になるであろう。
プラネットに加入している黒龍堂（化粧品製造業者）の事例を見てみる
と，最初の販売データ取得の目的は，価格情報の入手ではなかったが，導
入後は価格情報も事業活動に利用されている。同社がプラネットの販売デ
ータ提供サービスを利用するようになったきっかけは，消費者対応の改善
への取組であった。消費者から，友人が使っている黒龍堂の化粧品を買い
たいが，どこに売っているのかという問い合わせがあっても，自社製品が
どの小売店で販売しているのか分からなかった。卸売業者から提供された
納品情報などから探そうとするが，問い合わせてきた消費者の最寄りの店
舗を見つけることが難しかったり，やっと見つけて知らせても，その店舗
では既に売り切れになっていたりという状態であった。このような状態の
改善すべく，黒龍堂はプラネットに加入して販売データを導入したという。
導入後，販売データは，同社において他の目的でも利用されている。販売
計画を立てることにも利用されており，自社製品を販売していない小売業
者を知ることができ，このような小売業者に営業活動を行ことができるよ
うになっている。同社は，「メーカーは，自社商品を販売している小売店
の売上実績を把握し，それに基づいた営業活動を行う時代になっている」
という認識を示している５３。
上記の黒龍堂の事例では，価格情報入手の妥当性について判断できるほ
どの情報はそろっていないが，価格情報の利用実態を垣間見ることができ
る事例として，参考になるであろう。
第５款 佐藤製薬事件
再販売価格維持の事件で，流通情報システムが利用されたものは，筆者
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の知るところ佐藤製薬事件（公取委平成５年６月２９日勧告審決）５４のみであ
る。これは，佐藤製薬が，製造販売するミニドリンク剤の小売価格を拘束
したことが一般指定１２項に該当するとして，違法とされたものである。
この事件は，次のようなものである。佐藤製薬は，一般用医薬品，医療
用医薬品などを製造販売する事業者である。同社は，ミニドリンク剤５５と
してユンケル黄帝Ｌ，ユンケル黄帝ゴールド，ユンケルＤ（以下，ユンケ
ル３品目）など１２品目を製造販売しており，ミニドリンク剤の国内向け総
販売高において業界第１位であった。佐藤製薬は，ミニドリンク剤を小売
業者に直接販売しており，また，佐藤製薬製品の推奨販売を促進するため
に小売業者を会員とする佐藤協力会を組織していた。
佐藤製薬は，小売業者に対して，ユンケル３品目を佐藤製薬が定めた小
売価格で販売するよう指示しており，ユンケル黄帝ゴールドとユンケルＤ
については，新聞折り込みチラシや店舗内のポスター等において，同社が
示した価格より低い価格を表示しないことと，他の小売業者に転売しない
ことを要請していた。
更に，佐藤製薬は，小売業者に定めた価格で販売させるため，次のよう
な実効性確保手段を講じていた。（１）定めた小売価格で販売しない場合
は，ユンケル３品目その他の同社製品の出荷を停止したり，優待金の支払
いを留保したりする。（２）小売業者がユンケル３品目について，新聞折
り込みチラシや店舗内ポスターなどで，佐藤製薬が定めた価格より低い価
格を表示している場合は，これを取り止めるよう申し入れる。（３）ユン
ケル黄帝ゴールドとユンケルＤについて，外箱に付け流通ロット番号を利
用して転売の実態を調査し，転売禁止要請に応じない小売業者に対しては，
同社製品の出荷停止等の措置をとる。（４）定めた再販売価格を遵守しな
い小売業者と転売を行う小売業者に対して，製品の出荷を継続的に管理す
るため，ユンケル３品目の出荷を制限する。
これらのことに加えて，佐藤製薬は，EOSによってユンケル３品目を
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発注する小売業者については，その発注データに含まれている実売価格が
定めた価格と異なっている場合には，佐藤製薬製品の出荷を停止していた。
即ち，流通情報システムによって得られる価格情報を利用して，小売価格
を監視していたのである。
この事件では，EOSを用いた価格の監視にもかかわらず，安売りをす
る小売店があり，そのような小売店に対しては，出荷停止を行っている。
価格の監視のみでは小売業者の事業活動を十分拘束できなかった事例と言
えよう。
第３節 地域制限に関する検討
流通情報システムを用いた商品流通において，一般指定１３項に該当する
地域制限の競争阻害効果について検討する。
流通情報システムに関する過去の研究では，大規模寡占メーカー主導で
流通情報ネットワークが形成された場合について，違法となりうる例が示
されている。チャネル・リーダーが VANを使って，テリトリー外には商
品が流れないようにすること，及び小売店の仕入れを制限することも，公
正競争阻害性があれば拘束条件付取引に該当し違法となる５６。
上記のように，競争制限的な行為がなされる可能性を指摘するものがあ
る一方で，独禁法による規制に慎重さを求める見解も存在する。チャネル
・リーダーの行為が不公正な取引方法に該当するか否かを判断することに
関するもので，「独占禁止法の適用が安易に行われると，VANの死命を制
することになりかねない」とする。その理由として，「VANは，そのシス
テムに内在する性格として」，不公正な取引方法で違法となる垂直的制限
に「類似した側面を有している」ことを挙げる。再販についての言及もあ
るが，非価格制限について見ると，次のように述べている。地域制限につ
いては，VANシステムの構築がテリトリー別に構成されおり，これに配
送システムが組み込まれている場合，違法性をいかに評価するかが問題と
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なりうるとする。顧客制限については，「小売店と卸売店を結びつけるネ
ットワークは，一店一帳合制に最も親近性を持つ」ので，違法とすべきか
問題となると指摘する。「複数帳合いによるネットワークも不可能ではな
いが，一帳合が最も合理的だというケースは容易に考えられ」るというの
である５７。そして，VANの利点を損なわないためには，違法性を判断する
に際して，「独占禁止法違反とされる法律要件を厳格に考えて運用してい
くこと」と，「VANによる合理化等の比較考量を行って価値判断を下すこ
と」が必要であるとする５８。
一般的な消費財の流通について考えると，垂直的な地域制限が問題とな
るのは，製造業者と小売業者の間に，卸売業者が入っている場合であろう。
小売業者に厳格な地域制限を課すことは少ないと思われる。そのようにし
たとしても，小売業者がどの地域に住む消費者に商品を販売したかに関す
る情報を得ることは難しいと思われる。更に，店舗販売の場合，流通情報
システムの観点からは，製造業者が小売店の販売地域を限定する理由はな
いと思われる。すると，問題は，製造業者が卸売業者に地域制限を課す場
合である。流通情報システムにより，製造業者は，どの卸売業者がどの小
売業者と取引をしたかを知ることができるので，割当地域外での販売が行
われていないか監視することは容易である。アメリカでは製造業者と小売
業者が直接取引をし，両者で共同体制を作ることが多いようであるが，日
本では，SCM構築においても製造業者と小売業者の間に卸売業者が入る
ことが少なくないと考えられている５９。
卸売業者が介在する形態の一つとして，大規模な卸売業者がシステムの
要となり，これを中心にして複数の製造業者と複数の小売業者の取引を結
びつける形になるものが考えられる。もしこのような形になるのであれば，
卸売業者に対する地域制限の問題は生じない。一つの流通システムの中に
複数の卸売業者が存在する場合でも，商流と物流が分かれていれば，個々
の卸売業者に販売地域を割り当てるようなことにはならないと思われる６０。
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小売業者は，流通情報システムを利用して，取引したい卸売業者と取引を
行い，商品の配送は，卸売業者による共同配送などにより，一番効率的な
経路で配送されることになろう。
第４節 顧客制限に関する検討
次に，流通情報システムによる商品流通においてなされる垂直的な顧客
制限について検討する。既述のように，一店一帳合制との親近性が指摘さ
れているが，例えば CPFRを考えると，ある程度の期間，製造業者，卸
売業者および小売業者によるに共同作業が必要になる。取引関係にある複
数社で，各社の情報を共有し，共同して需要予測などを行わなければなら
ない。すると，卸売業者と小売業者は，少なくとも一定期間は，一店一帳
合となる。そうなると，卸売業者１社が，システムの結節点になり複数の
製造業者と複数の小売業者を結びつける場合はもちろん，複数の卸売業者
がシステムに参加する場合でも，卸売段階の競争はなくなるであろう。
しかし，卸売段階の競争がなくなることをもって一律に違法とすべきで
はない。CPFRなどのシステムは，商品の生産数量と小売店での販売数量
の齟齬を可能な限り小さくしようとするものであるので，実際に資源の有
効利用や商品価格の低下につながっているのであれば，違法とすべきでは
ない。CPFRなどのシステムを放棄させることにより，製造業者が過剰に
生産する数量が増えたり，小売業者の不良在庫が増えたりして，これが資
源の浪費や商品の価格を引き上げにつながることになれば，独占禁止法が
目指す結果とは反対のものである。また，価格の低下等の効果が生じてい
ることは，製造業者間または小売業者間の競争が十分行われていることを
示すものと思われる。
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第４章 結語
本稿では，情報技術を用いた流通機構における垂直的制限について，そ
の競争への影響をいかに判断すべきかについて検討を行った。情報の制約
等により必ずしも十分な検討ができたとは言えないが，一応の結論を見る
に至った。
再販売価格維持については，流通情報システムを伴っていることが，従
来よりも違法性を弱く判断する理由にはならないと考えらえれる。また，
流通情報システムを通して再販売価格が川上の企業に提供されている場合
があり，そのような場合，価格拘束の認定において，この事実を重視すべ
きであろう。垂直的な地域制限についても，流通情報システムに必要なも
のとは考えにくく，従来の違法性判断基準を変えるべき理由は見当たらな
い。垂直的な顧客制限については，流通機構において卸売業者と小売業者
の取引が一定期間固定することが必要な場合があり，そのような場合は，
価格引き下げ効果等がある場合，違法とする必要はないと考える。
流通情報システムの大まかな形は文献で知ることができるものの，実際
に運用されている個々の流通情報システムの詳細を知ることが難しいこと，
また流通情報システムとの関連が明確な独禁法違反事件がほとんどないこ
とが，分析を難しくしている。本稿の分析も，仮定に基づいた推論が多く
なるきらいがある。研究を進めるためには，流通情報システムの実態をよ
り詳しく調べる必要がある。
流通情報システムは，今後も変化し続けると考えられ，変化に伴って違
法性判断についても再検討を迫らせる可能性がある。日本においては，流
通情報システムの導入は，まだ発展の途上である。また，普及の度合いは
業界によって異なる。大規模な事業者においては導入が進んでいるが，小
規模事業者ではまだシステムに接続できない事業者が少なくないと思われ
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る。情報技術の発達はめざましく，近い将来の流通情報システムが普及し
た流通業界の姿を想像することも，決して容易なことではない。流通情報
システムは，欧米で先行して導入されているが，日本における流通情報シ
ステムは，欧米と日本の市場の条件や取引慣行などの違いから，同じ形の
ものにはならないという見解が示されている６１。どのように変化するのか，
注視することが必要である。
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２７ 公取・前掲注（８）２７頁。
２８ 参照，安藤三郎「パートナリングと CPFR」四国大学紀要（Ａ）２４号１５頁（２００５）
〔２３頁〕。
２９ 参照，公取・前掲注（８）２９頁，上田俊秀「米国事例に基づく国内 CPFRの可能
性を問う」流通ネットワーキング１６３号６頁（２００２）。
３０ 公取・前掲注（８）２９―３０頁。流通ネットワークの進化を，EDI→ECR, QR→ERP
→SCMと理解する説もある（秋山・前掲注（４）１０１―１０３頁）。
３１ 参照，田中正郎「流通効率化と CPFR」青山経営論集３５巻４号８９頁（２００１）〔９５頁〕。
３２ 上田・前掲注（２９）６頁。
３３ 知念・前掲注（２６）１３９頁（知念は，日本小売業協会のウォルマートロジスティク
スセミナー資料を参照している）。川端庸子「グローバル小売業における IT活用の現
状と課題─リテール・リンクと Agentricsを中心に」阪南論集（社会科学編）４２巻２
号３９頁（２００７）〔４０頁〕も参照。
３４ 宮沢健一編『高度情報社会の流通機構：情報ネットワーク型流通システムの展開』
（東洋経済新報社，１９８６）〔９１頁〕。「情報ネットワークの形成に当たっては，先発企
業がコスト面で有利になってゆくという『経験効果』が大きく働くと考えられる。
もとより『経験効果』が企業間に波及してゆく面もありうるが，しかしそれが先発
企業に累積されてゆく可能性も高い。（中略）将来において一部の流通主体のコング
ロマーチャント化も予想され，圧倒的な情報保有力を活用して，市場においてきわ
めて強い立場を形成してゆく可能性もあるとみられる。」
３５ 公正取引委員会事務局『流通分野における情報ネットワーク化に関する実態調査
報告書』（１９８９）〔６０頁〕。
３６ 山西万三「第５章 情報化と現代流通」加藤義忠＝佐々木保幸編著『現代流通機
構の解明』９３頁（税務経理協会，２００６）〔１０６―１０７頁〕。合成の誤謬の問題として，次
のように述べている。「情報化は，流通機構のシステム化を促進してきたが，流通機
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構のシステム化は流通企業の巨大化を迫る要素としても作用してきたのである。経
済社会全体からみれば流通企業の巨大化は部分最適追求の結果であって全体最適は
もたらされず，逆に巨大流通企業がもたらす弊害が指摘されてもいる。」
３７ 川越憲治「情報ネットワークと独占禁止法問題」川越憲治編『販売店契約ハンド
ブック』２７４頁（ビジネス社，１９８６）〔２７６頁〕には，「チャネル・リーダーが VANに
加盟している傘下の業者に対して，マーケティングをはじめとする各種の政策を強
制的に行わせると支配の問題が生じうる」とある。
また，川越・前掲２７７頁は，「圧倒的な力をもつチャネル・リーダーが，VANに加
入している小売業者に圧力をかけ，他のチャネルの情報をとる」場合に，「小売業者
を支配して無理に情報を吸い上げているとみられるならば」，支配行為に該当し，違
法となりうるとする。データ収集の不当性については，公取委の報告書も言及して
いる（公取・前掲注（３５）６２，６９頁を参照）。
しかし，情報の提供を強制することは，事業活動の支配に当たるとしても，この
行為のみから競争の実質的制限が生ずる事例というのは，どのような場合であろう
か。にわかには想像しがたい。
３８ ファイネットは，出資企業２０社，商品流通 VANに参加する企業は，製造業者１２１９
社，卸売業者６０６社である（２００９年８月現在の数字。株式会社ファイネットのウェブ
サイトより。＜http : //www.finet.co.jp/＞）。プラネットは，９社の共同出資による
設立，基幹 EDIを利用する企業は，製造業者等３５４社である（２００９年７月末現在の数
字。株式会社プラネットのウェブサイトより。＜http : //www.planet-van.co.jp/＞）。
３９ 当該文献では，ノードという文言は，商品の流通に関わる情報をやり取りするコ
ンピュータネットワークの中心となる部分を指しているようである。流通情報シス
テムに加入する企業から伸びる通信回線が集まっている部分である。システムに加
入する各社は，このノードを介して相互に情報のやり取りを行うことになる。この
ノードを構築するには，サーバやルータなどの機器が必要であり一定の設備投資が
必要になる。
４０ 南部鶴彦「（１）情報化と産業組織」宮沢健一編『高度情報社会の流通機構：情報
ネットワーク型流通システムの展開』２０１頁（東洋経済新報社，１９８６）〔２０４―２０５頁〕。
４１ 宮沢・前掲注（３４）７２頁。
４２ 宮沢・前掲９０頁。他にも，製造業者主導の流通機構の構築に関する見解として，
根岸哲「公共政策：（１）情報ネットワーク型流通システムと競争政策」宮沢健一編
『高度情報社会の流通機構：情報ネットワーク型流通システムの展開』２２５頁（東洋
経済新報社，１９８６）〔２２８頁〕がある。ここで根岸は，「大規模寡占メーカー主導によ
る垂直的な情報ネットワーク型流通システムの形成は，流通系列化を強め流通市場
の閉鎖性を高める可能性がある。」と述べている。
４３ 根岸・前掲。
４４ 根岸・前掲。
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４５ 折谷吉治「情報ネットワーク型流通システムをめぐる動き：（４）流通情報ネット
ワークと決済」宮沢健一編『高度情報社会の流通機構：情報ネットワーク型流通シ
ステムの展開』１８４頁（東洋経済新報社，１９８６）〔１９３頁〕。
４６ ファイネットのウェブサイトより。商品流通 VANの販売実績データの説明は
＜http : //www.finet.co.jp/circulation/selling.html＞，販売促進金データの説明は
＜http : //www.finet.co.jp/circulation/promote.html＞。
４７ ラリー・フェネル「ウォルマートの SCM；成長戦略と新たな挑戦（１）成功と新
技術へのチャレンジ支える企業文化・伝統と現況」マテリアルフロ ４ー６巻１号４４頁
（２００５）〔４５頁〕。
４８ 参照，パネルディスカッション「“10年後に日本市場でも No．１”ウォルマートの
戦略とその展開」マテリアルフロ ４ー６巻３号５４頁（２００５）〔５８頁〕，包山慶見「ウォ
ルマート・ニュー・サプライヤー・フェア」流通情報４３３号１６頁（２００５）〔１８頁〕，野
村総合研究所『２０１０年の流通：水平統合の加速と垂直統合の時代』（東洋経済新報
社，２００６）〔１４４―１４５頁〕。
４９ 川越・前掲注（３７）２８０頁。
５０ 根岸・前掲注（４２）２２８頁。
５１ 公取・前掲注（３５）６２頁は，次のように述べている。流通システムの「主導者が，
加入者との合意に基づき，両当事者間の取引に係るデータ又は第三者と加入者との
取引に係るデータを収集すること自体は直ちに問題となるものではない」とした上
で，「しかしながら（中略）収集したデータを再販売価格維持（中略）の手段に用い
る場合には，そのようなデータ収集の不当性が問われる場合もある」とする。更に
続けて，「本体取引の市場において有力な事業者が，主導者である場合，同主導者に
よる再販売データの収集については，再販売価格維持の手段に用いられる危険性が
高まるので十分な監視が必要である」としている。
同趣旨を述べるものとして宮沢・前掲注（３４）１２１頁がある。これによると，「情
報ネットワーク化により情報管理機能が向上すれば，たとえばメーカーが再販価格
維持を行っている場合には，末端価格の監視に要する費用が低下し，メーカーの小
売に対する再販価格の拘束が容易になること」がある。
５２ 明確に再販が行われていなくても，情報ネットワークがシステムの主導者の流通
チャネル管理とあいまって，結果的に主導者による価格管理と同様の効果を発生さ
せる可能性も否定できないことが指摘されている（公取・前掲注（３５）６９頁）。
５３ プラネットのウェブサイトより。
５４ 公正取引委員会審決集４０巻１０５頁。
５５ 日本標準商品分類の代謝性医薬品に該当する内用液剤で容量が100ミリリットル未
満のもの。
５６ 根岸・前掲注（４２）２２８頁。
５７ 川越・前掲注（３７）２８０―２８１頁。
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５８ 川越・前掲。
５９ 木島一郎「『日本型 CPFR』の考え方と推進要件」流通ネットワーキング１６３号１９頁
（２００２）〔２０頁〕，臼井秀彰「流通業のロジスティクス戦略『メーカー値上げに対する
対応策』：CPFRと一括物流のコラボレーション」流通設計２１２００８年３月号５２頁〔５４
頁〕などを参照。
６０ 梶原幸絵「卸連合で業界再編を生き残る」Logi bis８巻７号２０頁（２００８）〔２２―２３頁〕
には，酒類製造業者３５社と酒類の卸売業者４社が参加する共同配送の例が紹介され
ている。卸売業者が，商流と物流を分け，物流で協力するものである。商品の受発
注は，VANセンターを通じて行われる。
６１ 臼井秀彰「流通業のロジスティクス戦略『メーカー値上げに対する対応策』：CPFR
と一括物流のコラボレーション」流通設計２１ ２００８年３月号５２頁〔５４頁〕によれば，
「米国では物流機能は小売業者が内製化している機能であるが，日本では卸売業者が
小売業の調達物流機能を獲得している」。米国よりも卸売業が発達しているのである。
楢村文信「在庫理論から CPFR（協働販売計画・予測・補充）へ：消費財業界にお
ける価格競争下での在庫最適化のための新しい事業モデル」日本オペレーションズ
・リサーチ学会春季研究発表会アブストラクト集１４６頁（２００５）〔１４７頁〕は，「欧米
には見られない日本のサプライチェーンの特徴として」，メーカーと卸の間，卸と
小売の間では発注から納品までのリードタイムが２４時間と短いこと，「卸売業が
中間流通として複数の小売チェーン業に対して商品供給を行っているため在庫の融
通性がある」ことなどを指摘して，日本での CPFRを考える場合には，米国のよう
な「需要予測システムを使ったモデルとは違ったモデルの開発が求められている」
と述べている。
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